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　私は、1991年より20年近 くベ トナムに携
わる仕事をさせていただいております。
　このベ トナムでのコンサルティング業務を
行 う前は、高校で数学の教員を30歳までやっ
ており、貿易や投資には全く縁のない職業に
ついてお りました。ベ トナムとの交流事業を
通 じて、ベ トナム人行政職員の方々と知 り合
いになる機会があり、この出会いをきっかけ
に、ベ トナム向けの投資コンサルティング業
務を開始しました。当時は、ベ トナム社会主
義洪和国を知る日本人も非常に少なく、特に
投資を考えられる企業や個人は、非常に少な
い状況であり、まずは小さな事務所を東京茅
場町に開設し投資環境の広報を開始 したの
が、1993年であります。
　その後会社設立より、20年間、私が コン
サルタントとしてどういったプロモーション
活動を行い日本企業の投資を誘致 していった
か、今までのプロモーション活動の内容 と、
その活動の中から日本企業が、ベトナムの投
資に対 し、どのようなニーズを持っているの
か、そして、今後のベ トナムには、どのよう
な形態で、投資プロモーション活動をしてい
けば良いのか、私の考えをご説明させて頂き
たいと思います。
　私共BTDは 、1993年ベ トナム南部 ドン
ナイ省を中心に日系企業の誘致の活動を開始
しました。当時は、私共の東京の事務所 に
は、ベ トナム大使館のご協力を頂き、商務部
より1名職員を派遣していただき、ベ トナム
投資環境のご説明を、日本人投資家の皆様に
行ってお りました。また当時は、ベ トナムへ
の渡航に必要な、ビジネスビザの手配業務も
行ってお りました。
　 この頃まだベ トナムの投資環境を知る企業
は少なく、私共が初めて、投資セミナーを開
催しなが ら、日系企業の誘致を行ったコンサ
ルタント企業ではないかと思います。
　1994年に損保会社様から資金提供を受け、
ベ トナム投資セ ミナーを数回開催し、その参
加者の中か ら富士通社が、ベ トナム投資を検
討されていることが解 り、当時の山本会長様
の後押しもあり、日系初そしてベ トナム初の
電子部品産業の投資誘致を実現することが出
来ました。その立ち上げ時のコンサルティン
グ業務を受諾いたしましたのが、私共の最初
の大きな仕事になりました。
　富士通社が設立 した現地法人は、10haの
敷地で、プリント基板製造および基板への電
子部品の実装工場を建設され、当時はハー ド
ディスク用のプリント基板を製造輸出されて
おり、この頃は、ベ トナム企業の中で、最大
の年間輸出額をほこり、ベ トナム外資系企業
のナンバーワンの地位を築 き、ベ トナム政府
にとりましても、外資系企業によるハイテク
電子部品産業の成功事例として、毎年大きく
取 り上げられるまでになりました。
　 また北部ハノイ周辺では、1997年に、イ
ナックス社 よりお仕事を頂 き、衛生陶器製
造 ・販売を目的とした、合弁会社の設立手続
代行業務を実施させていただきました。当時
はまだベ トナムの民間企業は成長 してお ら
ず、もっぱら合弁相手として、国営企業が対
象 となり、同社の合弁相手も、ハノイ市傘下
の国営企業(当 時はテレビの組み立てを行っ
ていた)との合弁会社を設立 しました。しか
し同社は現在、ベ トナムの市場において、衛
生陶器の5割以 ヒのシェアを占められ、大成
功をおさめられました。
　 日系中小企業へのコンサルティング業務 と
しては、1997年に、歯科根幹治療具で、世
界的に有名な企業、栃木県所在のM社の合弁
企業設立をお手伝いさせて頂きました。当事
業は、社長様より初めての海外生産工場を、
是非地元との合弁会社を設立したいとのご希
望により、当プロジェクトも国営企業を相手
方とする合弁企業となりました。
　当社はハノイから車で2時間位かかる、タ
イグエン省に、ベ トナム厚生省傘 ドの国営企
業 と合弁会社を立ち.ヒげられ、その後同社
100%出資による、別工場 を設立され、同時
にベ トナムより、その周辺のインドシナ国に
事業拠点を展開されて行き、現在ではラオ
ス、ミャンマーにも製造拠点をお持ちになっ
ておられます。
　 ヒ記のような、日本企業は、ほとんどがセ
ミナー等を通 じ、1件 、1件 企業への訪問
と、ベ トナムへの同行出張を重ね、最終的な
投資に結びついております。
　またベ トナム社会主義共和国についての知
識が、日本国民そして企業経営者にまったく
無かったため、BTD開設当初からベ トナム
の投資と貿易環境を解説する広報誌の出版を
行いました。BTDレポー トというA3タ
ブロイ ド版の情報誌であり、隔月にて3千
部、発行しておりました。配布場所はベ トナ
ムと日本国内で、ベ トナムでは主要ホテルロ
ビーに配置し、日本国内では大手企業、そし
てセミナー参加者向けに配布を行い、当レ
ポー トは2000年迄続けて発行 してまい りま
した。
　2000年より、BTDの投資誘致活動の方法
を変更し、ハノイを中心とした活動に移行い
たしました。これは進出済み口本企業への
サービスの充実および、ベ トナムへの投資セ
ミナーが日本各地で開かれ、私共自身にて開
催する必要が無くなってきたためです。
　また2002年にはハノイ近郊ビンフック省
(ハノイ市より1時間程のエリア)の 、クア
ンミンエ業団地への日系企業の誘致を開始し
ました。これはローカルデペロッパーと協力
し、日本企業誘致をターゲットとした工業団
地の開発、そしてそのマーケティング活動を
当社が行い、工業団地そして日本企業を誘致
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したいベ トナムの地方自治体 と協力し、進出
される日本企業向けの総合的な投資窓口(ワ
ンス トップサービス)を 、実施するため、活
動の軸足をハノイ周辺に移 して行きました。
クアンミン工業団地は、ベ トナムの民間デベ
ロッパーであるVIDグループ(ベ トナムマ
リタイム銀行 も同グループ)が 開発 し、
BTDがその企画とマーケティング活動そし
てワンス トップサービスを代行する形態でス
ター トし、短期間で日本企業の投資誘致に成
功 しました。代表的な企業 として、テルモ
社、ニ トリ社 を始め、11社の 日本企業が約
2年半の期間に、投資を決定され法人設立を
行いました。
　また同工業団地には、2002年当初 より、
日系中小企業誘致のための、レンタル工場の
企画も行い、神奈川県より進出されたホクヨ
ウ社が、第一号テナントとして約1000㎡の
専用 レンタル工場にて操業を開始されまし
た。
　現在では、当社が工業団地と共同にてワン
ス トップサービスを実施する工業団地は、ハ
ノイ周辺において7ケ所あり、1つ はハナム
省の ドンバ ンエ業団地、ハノイ市のタック
タットクォクオイエ業団地、クアンミンエ業
団地、ダィトゥー工業団地、ハイズン省のフ
クデンエ業団地、タンチュンエ業団地、ナム
サックエ業団地であ ります。
　現在7つ の工業団地に、総勢96社の日本
企業に入居 していただいてお ります。
　特にハイズン省に所在する、フクデン工業
団地、タンチュン工業団地、ナムサック工業
団地は、同地がハノイとハイフォン港のちょ
うど中間であり、ハノイか らも1時間そして
ハイフォン港からも1時間という、輸出産業
においてはベス トなロケーションであるた
め、2005年より続いた第2
次ベ トナムブーム(チ ャイ
ナプラスワン)の波にの り、
37社の 日系企業が同地区工
業団地に人屠 をいただいて
おります。
　代表的な日系企業 としま
して、タンチュンエ業団地
では、ユニデ ン、ジャガー
ミシン、ペガサスミシン、
日立電線、味の素社等の13
社、フクデンエ業団地には、
ブラザー工業、十和田オー
ディオ、メタル ワン社等合
計21社、そしてナムサ ックエ業団地は、少
し小型の工業団地になりますが、岡本ゴム工
業、東洋電装、アイデンの合計3社 に人居 し
ていただいています。
　さて上記7つ の工業団地への日本企業入居
者数は、外資系工業団地を除いた、ベ トナム
ローカル系工業団地の中では最大であり、工
業団地によっては日系企業が全体入居者数の
80%を超える工業団地もございます。
　また2002年以降、北部初の 日系中小企業
専用レンタルエ場エリアとして、ハノイのダ
イトゥー工業団地において、広さが約500㎡
から2,000㎡位までの小型レンタルエ場を、
プロジェクトごとにオーダーメイドで建設
し、現在10社の中小企業の方々が人居され
操業されています。既に皆さん操業開始より
4年目、5年 目を迎えており、中には他の工
業団地に、自社にて土地を購人されて、工場
建設を始めていらっしゃる中小企業の方々も
出始めました。
　2006年には、ハノイのJETRO事務所所
長様や日系金融機関所長様をお迎えし、開所
式の様子です。(左上写真参照)
　またレンタル工場 に1000
　 しかし、Itai操業後、自然にnコ ミ等で顧
客が増えていき、特に営業に回らなくても、
多 くの仕事が受注できたそうです。これも他
社より早 く丁場を操業されたことによる、先
行者メリットであったようです。
　 さて2006年から2007年当時のレンタル工
場のレンタル価格でありますが、プロジェク
トごとのオーダーメードによる新築 レンタル
工場では、一平米当たりの月額2.5US$で、
契約期間5年が標準でありました。 しかし現
在では、物価 ヒ昇などの様々な要因によりレ
ンタル料金が4.5US$に上昇しています。
　現在多くの中小企業より、レンタル工場の
お問い合わせを頂いておりますが、5年 間の
契約期間中には、いろいろな変化が予測さ
れ、ダィトウー工業団地のレンタル工場に進
出された、中小企業におかれましても2008
年のリーマンショックの影響を受け、契約期
問途中で解約、撤退された企業が3社 ござい
ました。
　契約期間中の一方的な契約解除であるた
め、契約残存期間に対する家賃に対する補償
等の交渉が必要となりましたが、皆さん円満
に解決 し、私共において撤退手続きを行い、
ベ トナムに構築した資本金の返金手続きなど
全てを完了し、撤退処理が完了しています。
　最近は中小企業による、 レンタル工場を
ベース とした案件 も急速に増加 しているた
め、今後2～3年 後には、撤退時の トラブル
も多 く発生することが懸念されます。
　 また2009年より、ハ ノイ市 より南方向に
45分程の距離に位置する、ハナム省 ドンバ
ン2工業団地への日本企業誘致に力を入れて
お り、現在 日本企業21社が入居 を決定 して
おります。また同工業団地内に、日系中小企
業専用の小面積の区画とレンタル工場および
建売小型標準工場を中心 とした、JASMEC
㎡の床面積 にて操業されて
いる、OA機器向けゴムパー
ッを製造される企業の社長
様によると、進出された時
は、中国の リスク回避 目的
のみで、特にベ トナム内で
の顧客の当て無 く進出し、
当初は中国工場の一部の加
工を請け負 う形でスター ト
し、製造晶は日本あるいは
中国に再輸出されていたそ
うです。
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日系中小企業のベ トナム投資環境 25
HaNam(合計11ha)を設置し、中小企業の
進出環境の整備に力を入れております。
　本日のお話の題名である 「中小企業の投資
環境」についてここからお話させて頂きま
す。
　全体的な投資環境は、お手元の資料をご覧
いただけましたら、お分か りいただけるもの
と思います。(左下、右上資料参照)
　2012年、ベ トナム経済は非常に苦しい状
態が続いています。自動車やオートバイそし
て不動産等全てのビジネスが停滞 していま
す。大手自動車メーカー ・オー トバイメー
カーも生産調整のため、工場を週に1～2日
停止させている状態となっています。
　 しかし私たちは、近日中には販売台数は戻
るだろうと、楽観視しています。
　 といいますのも、昨年まで毎年10%以上
の大きな伸び率で、販売台数が伸びてきた
オー トバイですが、昨年末で年間約400万台
ベ トナム国内で生産され、今後年間500万台
に伸びていくと予定されてお ります。しかし
今回の経済不況による、消費者心理の低迷に
より、大きく販売台数を落 としていますが、
今まで、本格的なオートバイ購入のための融
資システムが確立していない中で、ベ トナム
は大きな販売数増加を達成 してきたわけで、
今後インドネシア市場のように、オー トバイ
を購入する個人のための融資システムが確立
されたのちには、また当市場は大きく回復す
ることが予測されます。
　次に日本企業の投資については、過去最大
の投資件数を記録していますが、これも既に
皆様セミナー中にご説明されているので、省
略させて頂きます。
　 さて、中小企業のベトナム進出の動機は、
1)1990年代ごろから2000年前半にかけて
は、生産コス ト削減のため、より人件費の安
いベ トナム特に南部ホーチ
ミン周辺 に、日本か らの生
産拠点を移設 し、製品を日
本あるいは諸外国に再輸出
されることを目的とした進
出が中心でありました。2)
二番目に、既存の取引先が
ベ トナム生産拠点を設置 し
たため、その拠点に継がる
形で進出された企業。3)
2005年前後、チャイナリス
クを回避するため、一部の
製品をベ トナムシフ トある
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いは、拡張計画部分の移設。4)次 に口本で
生産する製品の大部分が、客先製造拠点の移
転により、日本からの輸出になっており、円
高の影響 もあり、ベ トナムに生産拠点を移設
される企業。5)日 本の少子化や円高によ
り、国内での商売が先細 りになり、新たな市
場を求めてベ トナムに進出される企業。特に
最近は5)番 目の理由にて進出される中小企
業が多くなっています。
　 このような日系中小企業の進出動向の中
で、私共が中小企業を受け入れるにあたっ
て、どんなポイントに注意をしているかとい
うと、やはり中小企業は、資金力が非常に弱
いため、初期投資をいかに抑え、進出場所を
提供するか、そして材料調達、人材面、ま
た、マーケティングというような、ベ トナム
特有の環境の中での、企業運営に必要な各種
支援体制を強化し、中小企業への総合的なお
手伝いをすることにより、投資誘致をしてお
ります。
　現在までお手伝いしました、多 くの企業様
が成功をおさめられておりますが、実際の
データーとしては、2007年から2010年まで、
ハノイ近郊の工業団地に進出された37社の
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過 した本年、経営状況の聞
き取り調査を行ったところ、
37社中21社が単年度で利益
を出されてお り、また内10
社は、既 に投資回収 され日
本に利益送金を行われてお
りました。特に初期投資を
抑えられた企業ほ ど、投資
回収が早 く、利益送金額 も
より多 く行われていること
が解りました。
　 さて税制優遇などの、外
資系企業に対する投資環境面から見ますと、
残念ながらベ トナム政府は、2009年より、
ほとんどの工業団地での税制優遇を廃止 して
しまいました。
　2009年までは、最 も高い優遇税率では、
10%の法人税を15年間適用(標 準税 率は
25%)そして利益が出てから4年間は免税、
そ して引き続 く7年間は50%減税という、
大きな税制優遇がございました。しかし現在
では、ハノイ近郊では、唯一ハイフォン港近
郊の経済特区およびハイテクパークのみが税
制での優遇か残されております。そのため生
産規模の大きな大手企業にとっては、その税
制優遇が非常に魅力的であ り、最近進出され
た大手セットメーカーのほとんどが、経済特
区に進出されています。
　しかしながらこのような経済特区は、赴任
者の生活面での問題や、初期投資金額が比較
的高くなる点、また人件費や、社員の送迎な
ど、創業後の必要コス トの面等からも、中小
企業の進出には、決して適しているとは言え
ません。
　このような状況の中、私どもの日系中小企
業の誘致活動では、利益体質を早期に実現す
るための、スリムな投資をご案内できるよ
う、コス ト面に重きを置き、その他事業内容
における進出地域での優位性、人材の問題、
材料調達上の問題、製造工程の特性による地
域的な優位性(排水処理の基準等)、各種 コ
ス ト面で優位な選択が出来るよう、コンサル
ティングを行っております。
　中小企業が初期投資をおさえるためには、
もちろんレンタル工場の選択 も、一つの方法
となりますが、場合によっては、決して投資
コス トが抑えられない場合もあります。
　レンタル工場にも何種類かに分類され
1.ベ トナムの国営、民間の有休施設をレン
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　タルする場合。特に最近景気が悪いので、
　多 くの空き工場がございます。
2.進出済みの日系企業のスペースをレンタ
　ルする場合。
3.工業団地内の新築レンタルエ場
　に区分されます。
　一番初期投資を抑えられる可能匪があるレ
ンタル工場 としては、1番 目のベ トナム民
間 ・国営企業の有休施設を利用する方法で
す。家賃は平米当たり1.8USから2.8US/月
であり、管理費も必要なく、契約期間も比較
的短めであります。また有休工場ですから、
既設の変圧器やクレーンなどの設備も同時に
借りられる可能性があります。しかしマイナ
ス面 としては、比較的老朽化 した施設が多
く、多くの手直しが必要になったり、 大家
さんのビジネス状況によっては、途中で契約
が解除されたり、契約の延長が不可能な場合
や、大幅な条件変更が出る可能性があ りま
す。
　また本業が不動産屋ではあ りませんので、
不具合箇所等はテナント自身力幣 理 ・修繕し
なくてはならない等の面倒 くさい面もありま
す。
　 しかし中小企業にとって1年 、2年 試し
に、使ってみたいという場合には、このよう
な有休工場利用も、非常に良い手段だと思い
ます。
　私共で、ワンス トップサービスを実施して
いるクアンミンエ業団地の中には、比較的多
く国営や民間企業の遊休施設がありまして、
既に5社 以上の日系企業が、賃貸されオペ
レーションをされています。
　次に、我々が力を入れていますのが、2番
目の日本企業のスペースをレンタルする方法
であります。これは日本企業で、自社資産で
土地を購入され、工場を建設された企業の投
資許呼書に、製造業だけではなく、建物を貸
すための不動産業を事業内容として、投資ラ
スセンスを取得し、そのスペースを第三者に
貸 し出す という方法であります。
　例をあげますと、本年ご入居いただいた、
新井製作所は、大手家電メーカー向けのプラ
スティック部品を製造される中小企業であら
れますが、投資許可取得時に、不動産業を付
け加えました。その結果、同社が日本から利
用されていた、金型メーカーが、同社の工場
の一部をレンタルし、ベ トナム進出をされま
した。
　日本の企業にとって、初めての海外進出は
非常に高いハードルがあり、なかなか実行に
至らないのが現状ですが、同社のように既存
取引先の中に、最初の拠点が設けられること
は、そのハー ドルの高さを下げる効果があ
り、短期間での進出結論を導 くことができま
した。またレンタルする側にとっても、遊休
スペースの活用や、安定した家賃収入、また
必要不可欠なサプライチェーンの一つが、自
社敷地内にあることは、大きなプラスとなっ
ていると思われます。
　ベ トナムの工業団地の中には、テナント企
業がスペースの又貸しを禁止する団地も多数
ありますが、ハナム省 ドンバン2工業団地に
おいては、投資促進と進出された企業のリス
ク回避の点からも、自社スペースを他社にレ
ンタルすることを、奨励しています。
　最後の三番目は、工業団地が設置する、専
用標準工場をレンタルする方法とな ります
が、現在標準的な新築物件 レンタル料金は、
4～4.5US$/㎡/月であり、2500㎡床面積の
工場を借 りると、毎月100万円近くの家賃が
必要 となります。またその他入居時には、内
装工事 ・電気設備工事などにより15万～20
万 ドルの経費がかかっているのが一般的であ
ります。4～5年 前までは、家賃が2.5～
2.6US$/㎡/月であった、工業団内の新築標
準工場が、急速に家賃が上昇した理由は、建
設資材の高騰 や、銀行貸出金利の高騰による
要因によるものであり、特に銀行貸出金利の
高騰が大きく影響しています。
　昨年は、貸出金利が20%を超えていたた
め、5年 間の レンタル契約期問での、不動産
投資での、利益回収計画の観点からも、工業
団地としては、家賃を大幅に値上げする必要
があったわけです。
　4.5US$の家賃にて、レンタル工場を貸出
しますと、平均3年2カ 月で、建設コストを
回収することが出来ますので、中小企業が進
出される場合、2000㎡前後の小型工場を必
要とされる場合は、自社資産 として標準工場
を買い取られた方が、5年 間の投資額総合計
は、大幅に節約できます。
　中小企業のベ トナム進出におけるレンタル
工場選択として、5年問以上工場を利用する
予定がある場合は、自社にて工場を保有さ
れ、3年以下の予定であれば、ベ トナムの国
営 ・民問の遊休工場を借りられることが、投
資額を大きく節約することにつながると考え
られます。これが3年後に単年度利益を目指
し、5年後には利益配当を行うための大きな
ポイントにな ります。
　次に中小企業が、ハノイ周辺に進出される
場合、どのエリアを選択するかという問題で
すが、やはり人材が取 りやす く、そして労務
費も安 く、日本人の居住や通勤環境が良いこ
とがあげられます。
　当スライドは、ハノイ周辺各地方自治体税
務局が発表した、一人当たりの平均月収をま
とめたものでございますが、省ごとに大きな
開きがあります
　一番収入が高いのは、ハノイ市そして次に
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ハイフォン市、クアンニン省、バクニン省と
続 きますが、一番低いエリアでは、一人当た
り50US$以下である、ハナム省やタイピン
省となります。
　また、平均収入の高いエリアは同様に、外
国企業の設立件数 も多 く、ハ ノイ市では
2354社が設立 されており、外国企業による
優秀な従業員獲得や、ジョブホッピング防止
が、中小企業にとっては非常に難しい問題と
なっています。
　 しかし、ハナム省では、外国企業の設立が
48社と他省に比べ非常に少なく、豊富な労
働力そして、従業員の安定 した定着が期待で
きます。
　 またハノイ市内より45分と、周辺工業団
地の中でも最も通勤時間が短い工業団地の一
つであり、日本人赴任者の駐在環境そして通
勤についても、非常に良い環境が整っており
ます。またベ トナム南北を結ぶ、国道一号に
面してお り、物理面において非常に利便性が
良い場所であります。このような多 くの利点
をもった地域特性を考慮 し、私共は、ハナム
省 ドンバン2工業団地内に、日系中小企業専
用エリアJASMEC　HANAMを 開設いたし
ました。
　それでは、もう最後になりますが、こちら
がハナム省にて私共が開発 してお ります、
JASMEC　HANAMの 見取 り図です。現在
ドンバン2工業団地には21社が入居 してお
り、工業団地の中心が、27haの団地内最大
の規模を持つ、ホンダの第三工場です。現
在、日系の建設会社が建設されており、予定
では3月末に工事が完了する予定であるそう
です。
　その他、昭和電工社、住友電装社は、既に
稼働中であり、住友電装では、既に5000名
近くの従業員が働いております。
　また日系中小企業の進出も数多く、長野の
フジゲン社は、エレキギター製造では日本で
老舗ですが、当社は、ベ トナム工場 におい
て、ギターの技術を生か し、高級車用の無垢
木材を利用した、メーターパネルの製造を行
われる予定です。
　また静岡県富士宮の植田産業社は、紙ひも
「こより」を製造されます。
　当社は、日本国内では数少ない、紙ひもを
製造される企業であり、その用途は米袋を閉
じるために利用される、ひもであるそうで
す。
　私共では、日本の中小企業が安心して操業
できる環境を、JASMEC　HANAM内 に整
備 してお り、共用設備 として食堂、研修施
設、そ して各種事務手続 きの代行サービス
迄、中小企業が必要とする、全ての管理サ
ポー ト業務や、その他各種サービスを、エリ
ア内で受けられるよう、体制を整えてお りま
す。
　是非皆様にも、一度ご訪問頂きたいと思っ
ています。
　本日はご清聴ありがとうございました。
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